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要

件

専門・総合学科在学生対象対象

選考
方法

高等学校の専門・総合学科を2020年3月卒業見込みで、
本学部への入学を第一志望とする者
全体の評定平均値及び外国語（英語）の評定平均値が
4.0以上で、次のいずれかの検定試験に合格した者
①日商簿記検定2級
②全商簿記実務検定試験1級
③全経簿記能力検定試験1級
④全商情報処理検定試験1級
［プログラミング部門］
⑤全商情報処理検定試験1級
［ビジネス情報部門］
⑥全商商業経済検定試験1級
⑦基本情報技術者試験
⑧ITパスポート試験
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普通科等在学生対象

高等学校又は中等教育学校の普通科等
（普通科及び普通科に準ずる学科）を2020
年3月卒業見込みで、本学部への入学を第一
志望とする者
下記のA、B、Cのいずれかの要件を満たす者
A 全体の評定平均値が3.8以上で、外国語
（英語）の評定平均値が4.0以上の者

B 全体の評定平均値が3.8以上で、次の
いずれかの要件を満たす者
①実用英語技能検定2級合格
②TOEIC® Listening & Reading

500点以上
C 全体の評定平均値が3.8以上で、生徒
会長・副会長又は文化・体育部の部長を
1年間務めた実績がある者
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学術活動優秀者対象

高等学校又は中等教育学校を2020年3月卒業見込みで、本学部への入学を第一志望とする者
下記のA又はBの要件を満たす者
A 次のいずれかの要件を満たす者
　①日商簿記検定1級合格
　②全経簿記能力検定試験上級合格
　③応用情報技術者試験合格
　④実用英語技能検定準1級以上合格
⑤TOEIC® Listening & Reading 600点以上

B 全国商業高等学校長協会及び公益財団法人全国商業高等学校協会主催の次のいずれか
のコンクール等に出場し、優秀な成績を修めた者。ただし、推薦は1団体につき1名とする。
　①全国高等学校簿記コンクールで10位までに入賞した者
　②全国高等学校情報処理競技大会で10位までに入賞した者
　③全国高等学校生徒商業研究発表大会で最優秀賞、優秀賞となった者
　④全国商業高等学校英語スピーチコンテストで最優秀賞、優秀賞、奨励賞となった者
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書類選考、小論文、面接試験 書類選考、小論文、面接試験 書類選考、面接試験

出願期間 試験日 合格発表日 入学手続締切日商業学科

専門・総合学科在学生対象

経営学科

3学科合わせて17名

募集人員
入試方式

入試日程

会計学科

11/9（土）11/1（金）～11/2（土） 11/19（火） 12/3（火）普通科等在学生対象 3学科合わせて19名

学術活動優秀者対象 3学科合わせて3名

一般推薦入試［公募制］ ●学業とともに検定試験や学内外の活動に積極的に取り組み、出身学校長の推薦を得た方を対象
●「専門・総合学科」「普通科等」「学術活動優秀者」を対象とした3つの推薦入試を実施
●「専門・総合学科」「普通科等」は、書類選考、小論文、面接試験で選考、「学術活動優秀者」は、書類選考、面接試験で合否判定

入試の特徴

志願者数：　 2017年度／　 2018年度／　 2019年度
合格者数：　

募集人員と入試日程

出願資格と選考方法

志願者数・競争率の推移（過去3年間）

（ ）内は合格者数

図1は、GDPを就業者数で除して計算している。OECD加盟国の全ての国をグラフに記載していない。
出典：日本生産性本部（2017）『労働生産性の国際比較2017年版』1頁を一部修正。

　2018年6月に閣議了解された「未来投資戦略 2018-『Society 5.0』『データ駆動型社

会』への変革」でも、人材の最適活用に向けた労働市場改革を進めることを明確化してい

ます。日本の労働生産性に関する3つのグラフを読み取り、課題を整理して、その課題に対

するあなたの意見を720字から800字以内で述べてください。ただし、文中においてグラフ

のどの内容を参照したか、明確に記述しなさい。なお、労働生産性とは、1人当たりあるいは

労働時間1時間当たりの成果（価値）を指します。

図1　OECD加盟諸国の1人当たりGDP（2016年）

2019年度一般推薦（公募制）・帰国生・校友子女・提携校推薦入学試験「小論文」

非正規比率（目盛右）

1人当たり年間労働時間（目盛左）

図2　1人当たり年間労働時間と非正規比率

図3　都道府県別年間労働時間と労働生産性の関係
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出典:内閣府（2017）「平成29年度 
年次経済財政報告（経済財政政策
担当大臣報告）―技術革新と働き方
改革がもたらす新たな成長―」101
頁を一部修正。

図3は、都道府県の労働生産性を
実質県民総生産÷（就業者数×労
働時間）で計算し、労働時間との関
係を表にしている。
出典：厚生労働省（2017）『平成29
年版  労働経済の分析―イノベー
ションの促進とワーク・ライフ・バラ
ンスの実現に向けた課題―』139頁
を一部修正。厚生労働省「毎月勤労
統計調査（地方調査）」。内閣府「県
民経済計算」をもとに厚生労働省労
働政策担当参事官室にて作成。
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